
第１　平成２８年度下半期の補正予算の状況

１ 一般会計の主な補正
(１)平成２８年１０月１２日専決（第４号補正：補正額　1,608）

①歳入補正
前年度繰越金

②歳出補正
農業用施設災害復旧費（測量設計業務委託料）
農地災害復旧費（測量設計業務委託料）

(２)平成２８年１２月５日議決（第５号補正：補正額　171,106）

①歳入補正

臨時福祉給付金事業費補助金

前年度繰越金

熊本県林業・木材生産性強化対策事業補助金

ふるさと寄附金

林業用施設災害復旧費補助金

農林水産施設災害復旧債

施設型給付費及び地域型保育給付費等国庫負担金

施設型給付費及び地域型保育給付費等県負担金

臨時福祉給付金等給付事務費補助金

農業用施設災害復旧費補助金

保育所等利用者負担金

森林環境保全整備事業補助金

立木売払収入

河川整備事業債

483
1,125

1,608

12,200

8,240

4,120

39,084 

2,315,246 

一　般　会　計

直診勘定 39,084 0 

介護保険事業特別会計 2,308,026 7,220 

農業集落排水事業特別会計

芦北町財政事情の公表

　町民のみなさまに町財政についてご理解を深めていただくため「地方自治法第２４３条の３第１項」及
び「芦北町財政事情の公表に関する条例」に基づいて、財政事情の公表を年２回行っています。今回は、
平成２８年度下半期における補正予算の内容と平成２８年度予算の執行状況、基金・財産、町債の状況に
ついて、あらましをお知らせします。

　平成２８年度下半期には、一般会計で５回、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計で２
回、町有温泉事業特別会計で１回の補正を行いました。
　一般会計に関する補正では、臨時福祉給付金事業の追加のほか、災害復旧工事費、今後の財源確保のた
めの基金積立てなどを措置しました。
　特別会計に関する補正では、国民健康保険事業安定化のための基金積立ての追加や国民健康保険事業の
国庫負担金等精算償還金が主な内容となっています。
　会計別の補正額と補正内容は以下のとおりです。

（単位：千円）

会 計 名

特
別
会
計

国民健康保険事業特別会計
事業勘定

9月末までの予算額 下半期補正予算額 計

9,942,294 477,535 10,419,829 

3,662,389 90,364 3,752,753 

224,000 0 224,000 

生活排水処理事業特別会計 58,000 0 58,000 

93,000 58 93,058 

奨学資金貸付事業特別会計 37,000 0 37,000 

町有温泉事業特別会計

267,200 0 267,200 

小 計 6,688,699 97,642 6,786,341 

後期高齢者医療事業特別会計

合 計 16,630,993 575,177 17,206,170 

（単位：千円）

△ 19,169

13,592

△ 15,858

83,850

27,000

20,000

48,029

3,833

3,690

△ 25,000

△ 8,561
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②歳出補正

臨時福祉給付金事業

林道施設災害復旧工事

熊本県林業・木材生産性強化対策事業補助金

施設型給付費及び地域型保育給付費等委託料

ふるさと応援寄附金事業

港湾整備（交付金）県営事業負担金

農業用施設災害復旧工事

中山間地域等直接支払交付金

職員給等

急傾斜地崩壊対策県営事業負担金

長期債利子

町有林育成事業

③繰越明許費

④債務負担行為補正
（追加）

⑤地方債補正
（追加）

（廃止）

(３)平成２８年１２月８日議決（第６号補正：補正額　1,000）
①歳入補正

前年度繰越金
②歳出補正

名誉町民死亡弔慰金

(４)平成２９年２月６日議決（第７号補正：補正額　17,000）
①歳入補正

ふるさと寄附金
②歳出補正

温泉プール温水ヒーター修繕
ふるさと応援寄附金事業
水産物直売施設テラス屋根設置工事

水産物直売施設運営委託料 平成29年度 2,500

1,000

1,000

17,000

起債の目的

農林水産施設災害復旧事業

河川整備事業 25,000 

4,071

3,500

△ 3,620

事 項 期 間 限度額

償還の方法

－

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。
　ただし、町財政の都合
により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利債に借
換えすることができる。

補正後

－

　４．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該利
率見直し後の利率）

－－

7,685
837

限度額 起債の方法 利 率

12,200 

　証書借入又
は証券発行の
方法により借
入れる。

8,478

19,029

繰越する事業名 金 額

臨時福祉給付金事業 86,694

林道施設災害復旧事業

9,878

11,675

27,000

87,683

27,185

利 率

4,151

5,000

4,100

△ 32,457

償還の方法

起債の目的
限 度 額

起債の方法
補正前
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(５)平成２９年３月３日議決（第８号補正：補正額　286,821）

①歳入補正

前年度繰越金

まちづくり振興基金利子

特別交付税

九州新幹線渇水対策等被害対策基金利子

観光振興事業債

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業補助金

災害救助費負担金

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金

熊本県海岸漂着物地域対策推進事業補助金

道路整備事業債

普通交付税

②歳出補正

町有施設整備基金積立金

まちづくり振興基金積立金

ふるさと応援寄附金基金積立金

九州新幹線渇水対策等被害対策基金積立金

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業補助金

地域道路改築事業負担金

産地パワーアップ事業負担金

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金

子ども医療扶助費

海岸漂着物地域対策推進事業

③繰越明許費補正

（追加）

④債務負担行為補正
（追加）

⑤地方債補正
（変更）

7,091

△ 11,400

△ 58,729

海岸漂着物地域対策推進事業 2,788

88,484

3,705

2,147

20,600

40,641

3,724

1,449

99,533

6,003

13,434

地域介護・福祉空間整備事業 3,705

88,484

22,121

3,165

3,705

繰越する事業名 金 額

個人番号カード交付事業

事 項

公共土木施設災害復旧事業 11,864

2,788

町道新設改良事業 216,966

県営地域道路改築事業 6,003

期 間

平成２８年度芦北町設備投資資金利子補給補助金
平成29年度から
平成33年度まで

318

34,200 

起債の目的 起債の方法

道路整備事業 399,100 387,700 

都市計画基礎調査事業 3,348

生涯学習センター施設整備事業 4,266

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業 31,596

木造住宅建築支援事業 4,218

林業・木材産業生産性強化対策事業 27,000

13,434

限度額

22,121

利 率

140,229

56,954

　３．０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該利
率見直し後の利率）

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。
　ただし、町財政の都合
により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利債に借
換えすることができる。

　証書借入又
は証券発行の
方法により借
入れる。

償還の方法
補正前 補正後

観光振興事業 54,800 

限 度 額
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２ 国民健康保険事業特別会計（事業勘定）の主な補正

(１)平成２８年１２月５日議決（第２号補正：補正額　23,356）

①歳入補正

前年度繰越金

職員給与費等繰入金

②歳出補正

国庫負担金等精算償還金

職員給等

(２)平成２９年３月３日議決（第３号補正：補正額　67,008）

①歳入補正

前年度繰越金

②歳出補正

財政調整基金積立金

一般被保険者高額療養費

３ 国民健康保険事業特別会計（直診勘定）の主な補正

(１)平成２９年３月３日議決（第３号補正）

①債務負担行為

４ 介護保険事業特別会計の主な補正

(１)平成２８年１２月５日議決（第３号補正：補正額　1,905）

①歳入補正

事務費繰入金

職員給与費等繰入金

②歳出補正

職員給等

在宅介護実態調査

(２)平成２９年３月３日議決（第４号補正：補正額　5,315）

①歳入補正

前年度繰越金

②歳出補正

地域密着型介護サービス給付費

５ 町有温泉事業特別会計の主な補正

(１)平成２８年１２月５日議決（第１号補正：補正額　58）

①歳入補正

一般会計繰入金

②歳出補正

職員給等

（単位：千円）

事 項 期 間 限度額

患者輸送車運転業務委託料
平成29年度から
平成33年度まで

8,155

21,317

572

1,930

1,930

（単位：千円）

58

1,020

21,426

58

（単位：千円）

588

588

3,668

67,006

17,008

5,315

50,000

（単位：千円）
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第２　平成２８年度の予算執行状況
平成２８年度の会計別執行状況は、以下のとおりです。（平成２９年３月３１日現在）

１  一般会計（平成２７年度からの繰越分含む）

歳　入

歳　出

予算現額 収入済額
収入率

金 額 構成比

1,608,845,000 1,620,010,745

（単位：円）

区 分

100.7%

金 額 構成比

町税

地方譲与税 114,000,000 1.1% 95,763,000 1.0% 84.0%

利子割交付金 2,100,000 0.0% 1,174,000 0.0% 55.9%

配当割交付金 2,400,000 0.0% 2,708,000 0.0% 112.8%

株式等譲渡所得割交付金 400,000 0.0% 1,970,000 0.0% 492.5%

地方消費税交付金 311,000,000 2.9% 299,556,000 3.2% 96.3%

自動車取得税交付金 10,000,000 0.1% 16,183,000 0.2% 161.8%

地方特例交付金 3,773,000 0.0% 4,224,000 0.1% 112.0%

地方交付税 3,937,225,000 36.4% 4,148,196,000 44.4% 105.4%

交通安全対策特別交付金 1,300,000 0.0% 1,260,000 0.0% 96.9%

分担金及び負担金 111,723,258 1.0% 102,696,150 1.1% 91.9%

使用料及び手数料 265,573,000 2.5% 242,553,602 2.6% 91.3%

国庫支出金 1,442,408,000 13.3% 1,148,854,119 12.3% 79.6%

県支出金 861,273,790 8.0% 396,509,208 4.3% 46.0%

財産収入 228,963,000 2.1% 246,271,722 2.6% 107.6%

寄附金 80,101,000 0.7% 81,503,005 0.9% 101.8%

57,506,000

繰入金 204,907,000 1.9% 0 0.0%

0.5% 102,825,927 1.1%

合 計 10,832,393,562

178.8%

繰越金 534,807,514 4.9% 534,807,677 5.7% 100.0%

諸収入

町債 1,054,088,000 9.7% 300,788,000 3.2% 28.5%

議会費 122,333,000 119,349,258 97.6%

（単位：円）

区 分
予算現額 支出済額

執行率
金 額

総務費 1,575,733,000 14.5% 1,230,053,369 14.3% 78.1%

民生費 3,195,827,000 29.5% 2,533,273,108 29.4% 79.3%

衛生費 1,040,988,000 9.6% 756,352,539 8.8% 72.7%

農林水産業費 766,169,000 7.1% 524,648,572 6.1% 68.5%

商工費 525,543,000 4.9% 453,860,019 5.2% 86.4%

土木費 1,106,545,962 10.2% 715,861,462 8.3% 64.7%

消防費 410,964,000 3.8% 374,370,676 4.3% 91.1%

教育費 802,280,000 7.4% 686,095,865 7.9% 85.5%

災害復旧費 172,098,600 1.6% 118,380,474 1.4% 68.8%

公債費 1,111,240,000 10.3% 1,110,959,061 12.9% 100.0%

予備費 2,672,000 0.0% 0 0.0% 0.0%

合 計 10,832,393,562 100.0% 8,623,204,403 100.0% 79.6%

1.4%

14.9%

構成比

17.3%

1.1%

構成比 金 額

100.0% 9,347,854,155 100.0% 86.3%

0.0%
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２  特別会計

歳　入

歳　出

51.0%

（単位：円）

会 計
予算現額 収入済額

収入率
金 額 金 額 構成比構成比

介護保険事業特別会計 2,315,246,000 34.1% 2,020,734,053 36.1% 87.3%

農業集落排水事業特別会計 224,000,000 3.3% 72,400,381 1.3% 32.3%

生活排水処理事業特別会計 58,000,000 0.9% 34,155,279 0.6% 58.9%

町有温泉事業特別会計 93,058,000 1.4% 37,083,097 0.7% 39.8%

95.6%

奨学資金貸付事業特別会計 37,000,000 0.5% 13,400,732 0.2% 36.2%

合 計 6,786,341,000 100.0% 5,593,648,741 100.0%

後期高齢者医療事業特別会計 267,200,000 3.9% 255,562,463 4.6%

国民健康保険事業特別会計
事業勘定 3,752,753,000 3,261,011,106

（単位：円）

会 計
予算現額 支出済額

執行率

直診勘定 39,084,000 0.6% 32,653,007 0.6% 83.5%

介護保険事業特別会計 2,315,246,000 34.1% 2,025,965,085 34.4% 87.5%

農業集落排水事業特別会計 224,000,000 3.3% 201,811,019 3.4% 90.1%

生活排水処理事業特別会計 58,000,000 0.9% 50,801,895 0.9% 87.6%

町有温泉事業特別会計 93,058,000 1.4% 68,014,750 1.1% 73.1%

85.7%

100.0%

奨学資金貸付事業特別会計 37,000,000 0.5% 24,880,000 0.4% 67.2%

5,894,171,322 100.0% 86.9%

後期高齢者医療事業特別会計 267,200,000 3.9% 229,034,460 3.9%

合 計 6,786,341,000

金 額 構成比 金 額 構成比

39,084,000
国民健康保険事業特別会計

事業勘定 3,752,753,000 3,140,392,504 56.1%

直診勘定 0.6% 19,920,232 0.4%

86.9%

82.4%

83.7%55.3%

55.3% 55.3%
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第３　基金・財産の状況
１　基金の状況

２　町有財産の状況

第４　町債及び一時借入金の状況
１ 町債の状況

２ 一時借入金の状況
一時借入金は、資金繰りのための短期の借入金です。本年度の借り入れはありません。

　町債とは、町の借金のことです。道路、学校、住宅の建設や上下水道整備、災害復旧等の費用
について世代間の負担を均等化する役割もあります。町が償還する元金と利子には地方交付税に
よる財政支援があり、町債残高の約４割を占める臨時財政対策債については、その全額を国が保
証することとなっています。
　なお、平成２８年度の町債元利償還金は１２億５，２５５万円ですが、そのうち９億７，２９
４万円は地方交付税に算入されています。

　基金は、貯金と同じ役割をもっています。特定目的のために資金を積み立てたり定額の資金を運用
したりするために設けられるものです。特に財政調整基金は、災害や大規模な事業、一時的に多額の
財政需要がある場合の財源に充てます。

区 分 金額・面積
建物 14.9ha
土地及び山林 1,026.8ha
証券その他の権利 4億2,286万円

基金の目的別現在高（平成２８年度末予定額） ６０億６５１万円

町債現在高（平成２８年度末予定額） １０９億６，６５８万円

総務債

67,497万円 6.2% 農林水産債

102,360万円 9.3%

土木債

199,157万円 18.2%

消防債

35,308万円 3.2%

教育債

89,429万円 8.1%

災害復旧債

13,557万円 1.2%

臨時財政対策債

435,063万円 39.7%

農業集落排水事業債

90,312万円 8.2%

その他

63,975万円 5.9%

財政調整基金

145,956万円 24.3%

町有施設整備基金

110,789万円 18.5%

社会福祉振興基金

44,309万円 7.4%

九州新幹線渇水等

被害対策基金

16,219万円 2.7%

まちづくり振興基金

144,422万円 24.0%

国保財政調整基金

60,776万円 10.1%

土地開発基金

24,006万円 4.0%

その他

54,174万円 9.0%
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